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1.  22年8月期の連結業績（平成21年9月1日～平成22年8月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年8月期 4,487 △26.4 180 △61.5 180 △60.2 57 △42.1

21年8月期 6,098 1.4 468 △34.8 452 △42.2 99 △67.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年8月期 7.76 ― 1.1 2.6 4.0
21年8月期 13.19 ― 1.9 6.6 7.7

（参考） 持分法投資損益 22年8月期  △25百万円 21年8月期  △40百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年8月期 7,127 5,082 71.3 682.84
21年8月期 6,564 5,244 79.9 704.57

（参考） 自己資本   22年8月期  5,082百万円 21年8月期  5,244百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年8月期 629 △497 △186 747
21年8月期 330 177 △332 827

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年8月期 ― 12.50 ― 12.50 25.00 187 189.6 3.5
22年8月期 ― 12.50 ― 12.50 25.00 186 322.0 3.6

23年8月期 
（予想）

― 12.50 ― 12.50 25.00 153.1

3.  23年8月期の連結業績予想（平成22年9月1日～平成23年8月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

2,660 63.0 △21 ― △5 ― △21 ― △2.83

通期 5,935 32.3 239 33.0 260 44.7 121 110.4 16.33

－ 1 －



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、20ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」（会計方針の変更）をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、29ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年8月期 7,763,040株 21年8月期 7,763,040株

② 期末自己株式数 22年8月期  319,605株 21年8月期  319,225株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年8月期の個別業績（平成21年9月1日～平成22年8月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年8月期 3,982 △28.1 192 △65.3 217 △63.0 71 14.2
21年8月期 5,539 0.1 554 △33.0 586 △34.5 62 △54.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年8月期 9.65 ―

21年8月期 8.31 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年8月期 7,169 5,238 73.1 703.72
21年8月期 6,627 5,366 81.0 720.90

（参考） 自己資本 22年8月期  5,238百万円 21年8月期  5,366百万円

2.  23年8月期の個別業績予想（平成22年9月1日～平成23年8月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の業績予想につきましは、本資料発表日現在において入手可能な情報からの判断に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因に
よって予想数値と異なる可能性があります。なお、業績予想に関する事項は３ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

2,369 70.2 △14 ― 3 △89.5 △7 ― △1.02

通期 5,402 35.7 212 10.1 242 11.5 115 60.1 15.45

－ 2 －



  

＜当期の経営成績＞ 

当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済の改善や各種経済政策などを背景に、自律的な景

気の回復が見られ、企業収益が改善するとともに、個人消費の一部にも好転の兆しが表れてきまし

た。一方で、海外景気の下振れ懸念、為替レート・株価の変動、デフレの影響など、景気を下押しす

るリスクが強まっており、回復傾向にある雇用情勢についても悪化懸念が残っていることから、依然

として厳しい状況にあります。 

家庭用ゲームソフト業界では、現行ゲーム機器の普及に一服感があり、次世代ゲーム機器への端境

期に当たったことから、顧客であるゲームソフトメーカーにおいて、新旧いずれのゲーム機器にてゲ

ームソフトを開発・販売するかの選定が行われ、新タイトルの投入については慎重な姿勢が示されま

した。また、ソーシャル・ネットワーキング・サービス（以下「ＳＮＳ」という。）やスマートフォ

ンの普及で、無料や安価なカジュアルゲームが増加し、ゲーム人口を増加させる要因となったもの

の、同時にそれらカジュアルゲームにユーザが流出する現象が見受けられました。その結果、一部の

家庭用ゲーム機器向け有力タイトルやカジュアルゲームにユーザが集中し、全般的にはゲームソフト

市場の販売金額は伸び悩む傾向にあり、国内の家庭用ゲーム市場は２年連続で縮小しました。 

モバイル・インターネット業界では、ｉＰｈｏｎｅ４（アイフォーン４）やＸｐｅｒｉａ（エクス

ペリア）をはじめとするスマートフォンを各携帯電話会社が相次いで投入したことにより、スマート

フォン市場は活況を呈しました。さらには、ｉＰａｄ（アイパッド）が発売されたことにより、画面

に直接触れることで操作可能なタブレット端末が注目を集め、コンテンツ開発に乗り出す企業や独自

のタブレット端末を開発する企業も現れました。また、ＳＮＳ向けゲーム市場においては、ＳＮＳ内

でコンテンツを供給するシステム環境が外部企業に開放され新規参入する企業が増加したものの、急

激に増加したＳＮＳ向けアプリケーションを開発する企業の生き残りを賭けた厳しい競争が始まりま

した。一方で、ＳＮＳ運営会社や大手ソフトメーカーによる有望ベンチャー企業の買収や出資が盛ん

に実施され、一部の有力企業に人材と資金が集まる傾向も見受けられました。このような状況の下、

いずれの市場においても、小型のカジュアルゲームが多数を占め、収益性の低い小型コンテンツに需

要が集中していることから、多くの企業がビジネスモデルを未だ確立できておらず、安定的な収益を

確保すべく現時点でも引き続きビジネスモデルを模索している段階といえます。さらに、これらの新

市場に従来の携帯電話向けコンテンツ市場からユーザが流出し、従来のコンテンツビジネスを圧迫す

る傾向も見受けられました。 

このような事業環境の変化を受けて、当社グループにおきましても、多くの案件で開発スケジュー

ルの変更が発生し、開発売上に影響を及ぼしました。一方で、ロイヤリティ売上は当期に開発完了し

た大型タイトルにおいて、想定以上の売上を計上することができました。また、各プロジェクトにお

いて作業の効率化を進めることで開発原価の抑制に努め、経費削減にも積極的に取り組みました。 

これらの結果、当連結会計年度の売上高は44億87百万円（前連結会計年度比26.4％減）、営業利益

１億80百万円（前連結会計年度比61.5％減）、経常利益１億80百万円（前連結会計年度比60.2％減）

となり、当期純利益57百万円（前連結会計年度比42.1％減）となりました。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

①ゲームソフト開発事業 

パソコン向け３タイトルにおいて開発スケジュールの変動が発生した結果、ニンテンドーＤＳ向け

で大型３タイトルを含む７タイトル、ニンテンドーＤＳｉウェア向け６タイトル、プレイステーショ

ン・ポータブル向けで大型２タイトルを含む４タイトル、プレイステーション・ポータブル向けオン

ライン配信専用ゲーム１タイトル、Ｗｉｉ向け３タイトル、Ｗｉｉウェア向け５タイトル、プレイス

テーション２向け１タイトル、プレイステーション３向け１タイトル、プレイステーション３向けオ

ンライン配信専用ゲーム１タイトル、Ｘｂｏｘ３６０向け１タイトル、ＸｂｏｘＬＩＶＥ向け１タイ

トル、パソコン向けに８タイトルの合計39タイトルを開発完了することができました。 

開発売上につきましては、前述のスケジュール変動に影響を受けたものの、ニンテンドー３ＤＳ向

けタイトルの試作品に関する開発売上やプレイステーション・ポータブル向けタイトルの試作品に関

する開発売上において、追加開発金を計上することができました。しかし、プレイステーション３向

け大型案件の試作品において開発スケジュールの変更が発生し、売上計上が来期以降になったことに

より、開発売上は18億96百万円となりました。 

運営売上につきましては、当連結会計年度に開発完了したパソコン版ＳＮＳ向けタイトルの運営業

務を新たに計上することができたことにより、４百万円となりました。 

ロイヤリティ売上につきましては、前連結会計年度に開発完了した海外向けタイトルを中心に好調

に計上することができました。また、当連結会計年度に開発完了したタイトルにおいて、ＳＮＳ向け

ゲームの利用者などのライトユーザを取り込むことができたことを受け、想定以上に販売本数を伸ば

すことができました。これらの結果、ロイヤリティ売上は３億円となりました。 

当事業全体としては、前述の通り当連結会計年度が次世代ゲーム機器への端境期に当たったことに

より、顧客による開発プロジェクトの見直しが多数発生し、スケジュールが大幅に変更された案件や

開発途中で対象ゲーム機器が変更された案件が複数発生し、大幅な事業計画の見直しを余儀なくされ

ました。また、次世代ゲーム機器向けタイトルの開発に向けて、各ソフトメーカーに対して受注活動

を行ってきましたが、当連結会計年度を通して想定以上に進展が遅れ、計画していた開発ラインに大

きな空きが生じたことで、急遽新規案件を獲得するための営業活動を行う必要が生じました。前述の

通り各ソフトメーカーが新タイトルの投入に慎重な姿勢をとる一方で、斬新な企画提案を求める状況

の中、来期以降に開発完了する大型案件を複数受注することができたものの、上述の空きラインを稼

動させることのできる比較的開発期間の短い中小型案件において、受注に至らなかった案件が多数発

生し、営業費用を押し上げました。 

これらの結果、当事業の当連結会計年度の売上高は22億１百万円（前連結会計年度比27.1％減）、

営業利益４億63百万円（前連結会計年度比28.4％減）となりました。 
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②モバイル・インターネット開発事業 

開発スケジュールの変更や企画内容の変更により開発完了時期に変動が発生したものの、ｉＰｈｏ

ｎｅ・ｉＰａｄ向けやＳＮＳ向け小型タイトルを中心とした新規案件を複数受注できたことにより、

大型タイトル13タイトルを含む62タイトルを開発完了することができました。 

開発売上につきましては、前述の新規案件の受注に加え、来期以降に開発完了する予定のＳＮＳ向

け大型案件の試作品に関する開発売上を計上することができた結果、６億71百万円となりました。 

運営サイトにつきましては、ｉＰｈｏｎｅ向けコンテンツ市場やＳＮＳ向けコンテンツ市場へのユ

ーザの流出を受け、顧客である各コンテンツプロバイダにおいて運営サイトの見直しが行われまし

た。その結果、サイトの統廃合が複数発生しましたが、その見直しも一巡し運営サイト数の下げ止ま

りが見られました。この結果、運営売上は３億50百万円となりました。 

ロイヤリティ売上は新規、既存サイトともに概ね好調で５億77百万円となりました。 

 当事業全体としては、市場環境の変化によりスマートフォンやＳＮＳ向けコンテンツの需要が増

し、大型案件を中心としたＳＮＳ向け案件やｉＰｈｏｎｅ向け案件が増加しました。しかし、携帯電

話内蔵型アプリケーションの開発依頼の減少や、前述の通り運営サイトの統廃合による運営サイト数

の減少が見られました。 

これらの結果、当事業の当連結会計年度の売上高は15億99百万円（前連結会計年度比12.8％減）、

営業利益３億27百万円（前連結会計年度比32.6％減）となりました。 

  

③その他事業 

パチンコ・パチスロ関連において１タイトル、Ｗｉｉ向け１タイトルにおいて開発スケジュールの

変更が発生し、開発完了が来期以降になりました。その結果、プレイステーション・ポータブル向け

オンライン配信専用コンテンツ２タイトル、Ｗｉｉ向け１タイトル、その他２タイトルを開発し、開

発完了タイトル数は５タイトルとなりました。 

開発売上につきましては、新規案件として開発を進めていたＷｉｉ向けタイトルの中止金や、来期

以降に開発完了を予定しているＷｉｉ向けタイトルの試作品に関して新たに追加開発金を計上するこ

とができたものの、前述の開発スケジュールの変更の影響を受けたことにより、５億25百万円となり

ました。 

運営売上につきましては、サーバ運営において売上を計上することができた結果、14百万円となり

ました。 

ロイヤリティ売上につきましては、Ｗｉｉ向けカラオケ配信事業が堅調に推移したことに加えて、

来期以降に発生する見込みであったパチンコ・パチスロ関連の売上を計上することができた結果、１

億46百万円となりました。 

これらの結果、当事業の当連結会計年度の売上高は６億86百万円（前連結会計年度比44.8％減）、

営業利益２億９百万円（前連結会計年度比51.3％増）となりました。 
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＜次期の見通し＞ 

家庭用ゲーム市場におきましては、任天堂株式会社のニンテンドーＤＳの後継機であるニンテンド

ー３ＤＳが今後発売されることにより、ニンテンドー３ＤＳ向けゲームソフトの発売が増加すること

が予想されます。当社グループといたしましては、依頼されている開発業務を着実に遂行するととも

に、顧客の販売戦略に適合した企画・開発をより一層進めてまいります。また、ダウンロード販売形

式のソフトやネットワーク機能を利用したソフトの普及が今後益々期待でき、さらには、プレイステ

ーション３向けのモーションコントローラー「ＰｌａｙＳｔａｔｉｏｎ Ｍｏｖｅ」（プレイステー

ションムーブ）やプレイヤーの音声や動作を認識することで本体を操作することのできる、Ｘｂｏｘ

３６０向け周辺機器「ｋｉｎｅｃｔ」（キネクト）の登場などにより、今後は体感型ソフトも増加す

るものと考えられます。このように家庭用ゲーム機器における遊びの幅が広がる中、当社グループと

いたしましては、各ソフトメーカーに対して、これらの次世代ゲーム機器や新しい周辺機器の特徴を

活かした斬新な企画提案を積極的に行うとともに、より一層の開発業務の効率化を押し進め、収益力

の向上を図ってまいります。そして、顧客である各ソフトメーカーからの信頼をより一層強固にし、

市場環境の変化に伴い発生する新たなビジネスチャンスを積極的に取り込んでまいります。 

モバイル・インターネット市場におきましては、ＳＮＳやスマートフォンの台頭により、大きく市

場が変化しました。ＳＮＳ向けゲーム市場では、小型のカジュアルゲームが市場の多数を占めて、コ

ンテンツの入れ替わりが激しい状態が続いています。一方で、スマートフォン向けコンテンツ市場で

は、各ソフトメーカーともに、価格設定が高めの大型コンテンツの配信も開始し、好調に推移してお

ります。当社といたしましては、積極的に企画提案を行うとともに、従来の携帯電話向けコンテンツ

はもちろん、ＳＮＳ向けやスマートフォン向けコンテンツにおけるユーザの分布を適確に捉え、コン

テンツ開発に取り組むハードの選択または配分を適正に行い、市場環境の変化に伴い発生する新たな

ビジネスチャンスを積極的に取り込んでまいります。 

その他事業におきましては、Ｗｉｉウェアを利用した家庭用カラオケ楽曲配信事業やプレイステー

ション・ポータブル向け電子コミック配信事業などが順調に推移しているほか、特定店舗や商用施設

で、その場所特有のゲーム、音楽、画像、営業情報、販促物などの独自コンテンツをニンテンドーＤ

Ｓにダウンロードできるサービス「ニンテンドーゾーン」事業の案件も徐々に増加しており、益々魅

力的なサービスの提供に努めるとともに、業務の効率化を推進し、収益力の向上を図ってまいりま

す。 

平成23年8月期の連結業績予想につきましては、売上高59億35百万円（前連結会計年度比32.3％

増）、営業利益２億39百万円（前連結会計年度比33.0％増）、経常利益２億60百万円（前連結会計年

度比44.7％増）、当期純利益１億21百万円（前連結会計年度比110.4％増）を予定しております。 
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① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における総資産残高は、71億27百万円となり、前連結会計年度末と比較して５億

62百万円増加いたしました。 

資産の部におきましては、流動資産が５億82百万円増加しております。これは主に前受金の受入れ

による現金及び預金の増加と仕掛品の増加によるものであります。また、有形固定資産が２億98百万

円増加しております。これは主に2009年６月に新しく取得した事業所用建物（京都市右京区西院）の

改修に伴う建物及び構築物の増加によるものであります。一方で、投資その他の資産は３億５百万円

減少しております。これは主に投資有価証券の売却及び償還に伴う減少、事業所移転に伴う保証金の

減少によるものであります。 

負債の部におきましては、前連結会計年度末と比較して７億24百万円増加しております。これは主

に前受金の増加によるものであります。 

純資産につきましては、前連結会計年度末と比較して１億62百万円減少しており、これは主に当期

純利益の減少と配当金の支払いによる繰越利益剰余金の減少によるものであります。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比

較して80百万円減少し、７億47百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動により得られた資金は、前連結会計年度と比べ２億99百万円増加

し、６億29百万円となりました。主な増加項目は、前受金の増加10億52百万円、売上債権の減少１億

80百万円によるものであります。一方で主な減少項目は、税金等調整前当期純利益の減少１億71百万

円、たな卸資産の増加７億48百万円によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動により使用した資金は、前連結会計年度に比べ６億74百万円増加

し、４億97百万円となりました。これは主に、建物等の有形固定資産の取得により３億48百万円、定

期預金の預入に２億50百万円、有価証券及び投資有価証券の取得に１億32百万円使用した一方で、投

資有価証券の売却及び償還により２億59百万円を受け取ったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動により使用した資金は、前連結会計年度に比べ１億46百万円減少

しました。これは主に、配当金の支払い１億86百万円によるものであります。 

  

(2) 財政状態に関する分析
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当社は、企業体質の強化と新たなビジネス分野への積極的な事業展開に備えるために内部留保資金

の充実を図りつつ、株主の皆様に対し安定的な配当を維持していく方針です。また、事業展開の節

目、あるいは業績を鑑みながら記念配当、株式分割などを実施し、株主の皆様への利益還元を行って

まいります。 

当期の期末配当金としては、平成22年７月２日付の決算発表時に公表いたしましたとおり、１株当

たり12円50銭とさせていただく予定であります。 

なお、中間配当として１株当たり12円50銭の普通配当を支払っておりますので、年間配当は25円に

なる予定です。 

次期の配当金は中間、期末ともに12円50銭の年間25円を予定しております。 

  

当社グループは、当社及び子会社５社（連結子会社４社、非連結子会社１社）ならびに関連会社２社に

より構成されております。 

事業としては、「縁の下の力持ち」を経営戦術の基本に掲げ、ゲームソフトやモバイル・インターネッ

トに関する企画・開発・運営などの業務受託を中心に、顧客サポートを行っております。 

当社及び主要グループ企業の事業内容と事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。

  

 
  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

2. 企業集団の状況

事業の種類別セグメント 国名 会社名 主要な事業内容

ゲームソフト開発事業

日本

株式会社トーセ

ゲームソフトの企画・開発
株式会社トーセ沖縄

株式会社フォネックス・
コミュニケーションズ

中国
東星軟件（上海）有限公司

ゲームソフトの企画・開発
東星軟件（杭州）有限公司

アメリカ
合衆国

TOSE SOFTWARE USA, INC. 欧米ゲームソフトメーカー向け営業活動

モバイル・インターネット 
開発事業

日本

株式会社トーセ モバイルコンテンツの企画・開発・運営

株式会社フォネックス・
コミュニケーションズ

モバイルコンテンツの企画・制作・販売・
運営

株式会社トーセ沖縄 モバイルコンテンツの企画・開発

中国
東星軟件（上海）有限公司

モバイルコンテンツの開発
東星軟件（杭州）有限公司

その他事業 日本

株式会社トーセ

ゲーム以外のソフト企画・開発

パチンコ台にある液晶表示部分の画像

制作、ＣＧ制作

株式会社フォネックス・
コミュニケーションズ

ＣＧ制作、新機軸デジタルエンタテインメ
ントの企画・開発・プロデュース

株式会社リブリカ デジタルコミックの配信サービスの企画・
運営
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当社グループは、設立以来、特定の資本系列下ではない独立系のゲームソフト開発会社として、ゲー

ムソフトや携帯電話用コンテンツなどを、ゲームソフトメーカーやコンテンツプロバイダに対し企画・

提案し、開発・運営を行ってまいりました。「縁の下の力持ち」を経営戦術の基本として、顧客のサポ

ート役に徹し、ユーザの利便性、有用性の一層の向上、健全かつ安心でより豊かな成果物を提供するた

めに、持てる技術・知識・経験を発揮し、全力を尽くして、より良い製品とサービスを提供することで

社会の発展に貢献してまいります。 

  

当社グループは、経常利益と当期純利益を重要な経営指標と位置づけ、これらの継続的な向上を目標

に、収益力の向上に取り組んでおります。 

  

当社グループは、ゲームソフト分野で培ってきた技術やノウハウを活かし時代の変化に対応した人々

に親しまれるコンテンツやサービスを供給し、次世代の総合エンタテインメント産業のサポートを多方

面に展開することで、収益の安定化を図りつつ、中長期的な成長を目指してまいります。 

世界のゲームソフトやモバイルコンテンツ市場は、大きな変貌の時期を迎えようとしております。国

内の家庭用ゲーム市場規模は縮小傾向であるものの、ゲーム機器メーカーによる３Ｄ映像や体感型のゲ

ームが楽しめる新商品の投入、ネットワークを利用したダウンロード販売形式のゲームの配信、ネット

ワークに接続しながら遊ぶゲームソフトの増加などに加え、スマートフォンの台頭により業界の垣根が

崩れるなど、市場環境は大きく変化しております。当社グループといたしましては、これらの変化を的

確に捉え、中長期的に成長が見込まれる新たな分野も視野に入れながら、収益構造の強化に取り組んで

まいります。 

  

近年、家庭用ゲーム機器向けソフト、携帯電話用コンテンツ、パソコン向けオンラインゲームなど

様々な分野でエンタテインメントコンテンツ業界はグローバル化が進み、世界的に市場は拡大しており

ます。 

そのような中、これまでゲームソフトは、家庭用ゲーム機、パソコン、携帯電話で利用されてきまし

たが、昨今ではスマートフォンと呼ばれる多機能型携帯電話や携帯音楽プレーヤー、タブレット型端末

などでも、ゲームソフトに限らず音楽や動画、電子書籍など様々なコンテンツを利用することができる

ようになってきており、今後もコンテンツを利用することができるハードウェアは益々広がりを見せる

ものと考えられます。一方で、ハードウェアにネットワーク機能が搭載されることにより、コンテンツ

をダウンロードしたり、コンテンツの動作中に新しいデータを取り込んだり、コンテンツ自体の面白み

が増しております。また、ネットワーク機能以外にも、カメラ、ＧＰＳ（人工衛星から電波を受信し、

位置情報を知ることができるシステム）、ジャイロセンサー（物体の角度や回転速度を検出する装置）

など様々な機能がハードウェアに搭載されることで、コンテンツの多様化が進んでおります。さらに、

次世代ハードウェアへの期待も高まる中、３Ｄ対応や体感型コントローラー対応のハードウェア等、従

来のゲームの枠を越えたコンテンツへの期待も高まっております。 

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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このような環境の中、エンタテインメントコンテンツ分野では、サービスやビジネスモデルも多様化

しており、新しいハードウェアに対する技術的対応や流行するコンテンツを先取りした企画立案、顧客

との新しい協業方法を模索していかなければなりません。そのため、当社グループは、エンタテインメ

ントコンテンツ分野の受託開発企業として多くの顧客との取引実績から、ハードウェアメーカーや様々

なソフトメーカーなどの顧客から提供される情報を活用し、企画開発部門、研究部門、営業推進部門の

それぞれの部門が連携して前述の対応を積極的に進めてまいります。 
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4.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年８月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,487,895 1,657,066

売掛金 602,838 632,894

有価証券 56,088 74,799

仕掛品 1,300,165 1,601,169

繰延税金資産 28,149 37,382

その他 34,127 87,175

貸倒引当金 △2,683 △1,417

流動資産合計 3,506,581 4,089,071

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 937,088 1,193,489

減価償却累計額 △410,881 △399,456

建物及び構築物（純額） 526,206 794,032

工具、器具及び備品 338,970 330,491

減価償却累計額 △268,811 △268,010

工具、器具及び備品（純額） 70,158 62,480

土地 663,871 705,945

その他 89,476 81,826

減価償却累計額 △81,102 △76,870

その他（純額） 8,373 4,955

有形固定資産合計 1,268,610 1,567,414

無形固定資産   

ソフトウエア 44,574 31,695

電話加入権 2,135 2,135

無形固定資産合計 46,709 33,830

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  752,387 ※1  548,609

繰延税金資産 128,889 87,938

投資不動産 411,232 359,751

減価償却累計額 △32,786 △32,317

投資不動産（純額） 378,445 327,433

保険積立金 343,392 372,210

その他 238,456 187,756

貸倒引当金 △98,782 △87,048

投資その他の資産合計 1,742,789 1,436,900

固定資産合計 3,058,109 3,038,145

資産合計 6,564,690 7,127,216
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成21年８月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年８月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 53,339 59,091

未払法人税等 128,095 740

前受金 635,642 1,432,556

賞与引当金 13,269 7,595

その他 254,958 295,527

流動負債合計 1,085,304 1,795,511

固定負債   

役員退職慰労引当金 195,487 207,268

その他 39,226 41,774

固定負債合計 234,713 249,043

負債合計 1,320,018 2,044,555

純資産の部   

株主資本   

資本金 967,000 967,000

資本剰余金 1,313,184 1,313,184

利益剰余金 3,340,068 3,211,761

自己株式 △316,434 △316,665

株主資本合計 5,303,818 5,175,280

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △64,492 △75,749

為替換算調整勘定 5,346 △16,870

評価・換算差額等合計 △59,146 △92,619

純資産合計 5,244,671 5,082,661

負債純資産合計 6,564,690 7,127,216
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(2)【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

売上高 6,098,853 4,487,166

売上原価 ※1  4,701,128 ※1  3,398,635

売上総利益 1,397,725 1,088,530

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  929,412 ※1, ※2  908,120

営業利益 468,313 180,409

営業外収益   

受取利息 19,447 10,268

受取配当金 6,064 5,518

不動産賃貸料 45,201 46,784

雑収入 13,522 12,788

営業外収益合計 84,235 75,360

営業外費用   

支払利息 68 1,678

持分法による投資損失 40,565 25,024

為替差損 10,388 16,808

不動産賃貸費用 31,847 30,584

雑損失 16,926 1,299

営業外費用合計 99,795 75,395

経常利益 452,753 180,375

特別利益   

固定資産売却益 － ※3  224

投資有価証券売却益 － 50

投資有価証券償還益 － 2,362

持分変動利益 － 24,433

退職給付制度改定益 24,771 －

貸倒引当金戻入額 － 643

その他 901 －

特別利益合計 25,672 27,713

特別損失   

固定資産除却損 ※4  7,518 ※4  14,613

投資有価証券売却損 1,860 510

投資有価証券償還損 － 12,878

投資有価証券評価損 101,953 10,034

退職給付費用 715 －

事務所移転費用 7,389 －

貸倒引当金繰入額 18,969 －

ゴルフ会員権売却損 － 1,097

特別損失合計 138,407 39,134

税金等調整前当期純利益 340,018 168,954

法人税、住民税及び事業税 260,955 70,124

法人税等調整額 △20,671 41,043

法人税等合計 240,284 111,167

当期純利益 99,733 57,787
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 967,000 967,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 967,000 967,000

資本剰余金   

前期末残高 1,313,184 1,313,184

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,313,184 1,313,184

利益剰余金   

前期末残高 3,430,620 3,340,068

当期変動額   

剰余金の配当 △190,286 △186,093

当期純利益 99,733 57,787

当期変動額合計 △90,552 △128,306

当期末残高 3,340,068 3,211,761

自己株式   

前期末残高 △174,306 △316,434

当期変動額   

自己株式の取得 △142,128 △231

当期変動額合計 △142,128 △231

当期末残高 △316,434 △316,665

株主資本合計   

前期末残高 5,536,499 5,303,818

当期変動額   

剰余金の配当 △190,286 △186,093

当期純利益 99,733 57,787

自己株式の取得 △142,128 △231

当期変動額合計 △232,681 △128,537

当期末残高 5,303,818 5,175,280
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △31,767 △64,492

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △32,724 △11,256

当期変動額合計 △32,724 △11,256

当期末残高 △64,492 △75,749

為替換算調整勘定   

前期末残高 26,326 5,346

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △20,980 △22,216

当期変動額合計 △20,980 △22,216

当期末残高 5,346 △16,870

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △5,440 △59,146

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △53,705 △33,473

当期変動額合計 △53,705 △33,473

当期末残高 △59,146 △92,619

純資産合計   

前期末残高 5,531,058 5,244,671

当期変動額   

剰余金の配当 △190,286 △186,093

当期純利益 99,733 57,787

自己株式の取得 △142,128 △231

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △53,705 △33,473

当期変動額合計 △286,386 △162,010

当期末残高 5,244,671 5,082,661
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 340,018 168,954

減価償却費 96,155 107,162

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,798 11,780

退職給付引当金の増減額（△は減少） △26,346 △1,730

賞与引当金の増減額（△は減少） △11,064 △5,673

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,803 △12,999

受取利息及び受取配当金 △25,511 △15,787

支払利息 － 1,678

為替差損益（△は益） 10,388 16,726

固定資産売却損益（△は益） － △224

固定資産除却損 7,518 14,613

投資有価証券償還損益（△は益） － 10,516

投資有価証券評価損益（△は益） 101,953 10,034

投資有価証券売却損益（△は益） 1,860 459

持分法による投資損益（△は益） 40,565 25,024

持分変動損益（△は益） － △24,433

売上債権の増減額（△は増加） △210,941 △30,056

たな卸資産の増減額（△は増加） 448,032 △300,720

前受金の増減額（△は減少） △255,450 796,914

仕入債務の増減額（△は減少） △10,387 5,752

その他 5,556 66,601

小計 518,350 844,593

利息及び配当金の受取額 26,455 17,548

利息の支払額 － △1,678

法人税等の支払額 △214,659 △230,752

営業活動によるキャッシュ・フロー 330,146 629,710

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） － △250,000

定期預金の預入による支出 △660,000 －

定期預金の払戻による収入 1,240,000 －

有価証券の取得による支出 － △63,367

有形固定資産の取得による支出 △424,683 △348,217

有形固定資産の売却による収入 － 460

無形固定資産の取得による支出 △19,111 △7,894

投資有価証券の取得による支出 △10,238 △69,613

投資有価証券の売却による収入 2,951 122,241

投資有価証券の償還による収入 98,384 137,000

貸付金の回収による収入 16,000 －

関係会社株式の取得による支出 △49,785 －

投資不動産の取得による支出 △733 －

その他 △15,384 △17,830

投資活動によるキャッシュ・フロー 177,398 △497,221
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △142,128 △231

配当金の支払額 △190,286 △186,093

財務活動によるキャッシュ・フロー △332,414 △186,324

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8,469 △26,994

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 166,661 △80,829

現金及び現金同等物の期首残高 661,234 827,895

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  827,895 ※1  747,066
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該当事項はありません。 

  

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

１ 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数 ４社

連結子会社の名称は下記のとおりであります。
東星軟件(上海)有限公司
東星軟件(杭州)有限公司
株式会社トーセ沖縄
株式会社フォネックス・コミュニケーションズ

１ 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数 ４社

連結子会社の名称は下記のとおりであります。
東星軟件(上海)有限公司
東星軟件(杭州)有限公司
株式会社トーセ沖縄
株式会社フォネックス・コミュニケーションズ

(2) 主要な非連結子会社の名称等
TOSE SOFTWARE USA, INC.

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、小規模であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び
利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連
結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで
あります。

(2) 主要な非連結子会社の名称等
TOSE SOFTWARE USA, INC.

（連結の範囲から除いた理由）
同左

２ 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した非連結子会社及び

関連会社の数 ２社
主要な会社等の名称
TOSE SOFTWARE USA, INC.
なお、当連結会計年度より、重要性が増したた

め、株式会社リブリカを持分法の適用の範囲に含
めております。

２ 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した非連結子会社及び

関連会社の数 ２社
主要な会社等の名称
TOSE SOFTWARE USA, INC.

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の
うち主要な会社等の名称
株式会社アルグラフ

（持分法を適用しない理由）
持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響は軽微であり、かつ全体として
重要性がないため、持分法の適用から除外してお
ります。

（追加情報）
株式会社シングは、事業方針等の決定に対する

支配関係がなくなったため、子会社には該当しな
くなっております。

(2) 持分法を適用しない関連会社の数 １社
持分法を適用しない関連会社の名称
株式会社アルグラフ

（持分法を適用しない理由）
同左

―――

(3) 決算日が連結決算日と異なる持分法適用会社につ
いては、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使
用しております。

(3)        同左

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、東星軟件(上海)有限公司及び

東星軟件(杭州)有限公司の決算日は12月31日であり
ますが、連結財務諸表作成にあたっては、６月30日
時点で、本決算に準じた仮決算を行っております。
従来、株式会社フォネックス・コミュニケーショ

ンズについては、12月31日を決算日としておりまし
たが、同社は決算日を６月30日に変更しておりま
す。
なお、いずれにおいても平成21年７月１日から連

結決算日平成21年８月31日までの期間に発生した重
要な取引については、連結上必要な調整を行ってお
ります。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社のうち、東星軟件(上海)有限公司及び

東星軟件(杭州)有限公司の決算日は12月31日、株式
会社フォネックス・コミュニケーションズの決算日
は６月30日であります。連結財務諸表の作成にあた
っては、同日現在の財務諸表または仮決算により作
成した財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じ
た重要な取引については、連結上必要な調整を行っ
ております。
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前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

４ 会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は、全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの
移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券
時価のあるもの

同左

時価のないもの
同左

② たな卸資産
仕掛品……個別法による原価法(貸借対照表価

額については収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法)

(会計方針の変更)
棚卸資産については、従来、個別法または総平均

法による原価法によっておりましたが、当連結会計
年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企
業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用され
たことに伴い、個別法または総平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法）により算定しております。
これによる当連結会計年度の損益に与える影響は

軽微であります。

② たな卸資産  
同左

―――

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

法人税法に規定する方法と同一の基準によって
おります。
建物（建物付属設備は除く）
イ 平成10年３月31日以前に取得したもの

旧定率法
ロ 平成10年４月１日から平成19年３月31日ま
でに取得したもの
旧定額法

ハ 平成19年４月１日以降に取得したもの
定額法

建物以外
イ 平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定率法
ロ 平成19年４月１日以降に取得したもの

定率法
主な耐用年数

建物及び構築物 10年～41年

工具器具及び備品 ３年～20年

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

建物(建物付属設備は除く)
イ 平成10年３月31日以前に取得したもの

旧定率法
ロ 平成10年４月１日から平成19年３月31日ま
でに取得したもの
旧定額法

ハ 平成19年４月１日以降に取得したもの
定額法

建物以外
イ 平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定率法
ロ 平成19年４月１日以降に取得したもの

定率法
主な耐用年数

建物及び構築物 10年～42年

工具器具及び備品 ３年～20年

② 無形固定資産
自社利用ソフトウェアについては、社内におけ

る見込利用可能期間(５年)を償却期間とする定額
法を採用しております。

② 無形固定資産
同左

③ 投資不動産
法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。
建物（建物付属設備は除く）
イ 平成10年４月１日から平成19年３月31日ま
でに取得したもの
旧定額法

ロ 平成19年４月１日以降に取得したもの
定額法

建物以外
イ 平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定率法
ロ 平成19年４月１日以降に取得したもの

定率法 
主な耐用年数は、42年であります。

③ 投資不動産
建物（建物付属設備は除く）
イ 平成10年４月１日から平成19年３月31日ま
でに取得したもの
旧定額法

ロ 平成19年４月１日以降に取得したもの
定額法

建物以外
イ 平成19年３月31日以前に取得したもの

旧定率法
ロ 平成19年４月１日以降に取得したもの

定率法
主な耐用年数は、42年であります。
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前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に備える

ため、支給見込額に基づき計上しております。
なお、連結会計年度末においては、当社は賞

与支給対象期間と会計期間が同一となり、賞与
引当金の計上がないため、連結貸借対照表に計
上された金額は、全て子会社の計上分でありま
す。

② 賞与引当金
同左

③ 退職給付引当金
当社は、従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上しております。
なお、当連結会計年度末は、退職給付引当金

が計上されておらず前払年金費用が計上されて
おります。
また、発生した数理計算上の差異は、発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の年数
（10年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ
ととしております。
(追加情報)

当社は、平成20年９月１日付で、適格退職年
金制度から、確定給付企業年金制度及び確定拠
出年金制度へ移行いたしました。この制度移行
による退職給付制度の一部終了損益として、
24,771千円の特別利益を計上しております。
また、当連結会計年度より退職給付債務の算

定の精度を高め、期間損益計算をより適正化す
るため、退職給付債務の算定方法を簡便法から
原則法に変更しております。
この変更に伴い、退職給付債務を算定した結

果発生した簡便法と原則法の差額715千円を特
別損失に計上しております。

───

③ 退職給付引当金
同左

―――

(会計方針の変更)
当連結会計年度より、「退職給付に係る会計

基準」の一部改正（その３）（企業会計基準第
19号 平成20年７月31日）を適用しておりま
す。これによる営業利益、経常利益及び税金等
調整前当期純利益に与える影響はありません。

④ 役員退職慰労引当金
当社は、役員の退職慰労金の支出に備えて、

内規に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。

④ 役員退職慰労引当金
同左
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前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

─── (4) 重要な収益及び費用の計上基準 
受注制作のソフトウェアに係る収益及び費用の

計上基準
イ 当連結会計年度末までの進捗部分について
成果の確実性が認められる契約
工事進行基準(プロジェクトの進捗率の見

積りは原価比例法)
ロ その他の契約

工事完成基準
(会計方針の変更)

受注制作ソフトウェアに係る収益の計上基準
については、従来、工事完成基準を適用してお
りましたが、「工事契約に関する会計基準」
(企業会計基準第15号 平成19年12月27日)及び
「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企
業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27
日)を適用し、当連結会計年度に着手した受注
契約から、当連結会計年度末までの進捗部分に
ついて、成果の確実性が認められる受注契約に
ついては工事進行基準(プロジェクトの進捗率
の見積りは原価比例法)を、その他の受注契約
については工事完成基準を適用しております。
なお、当連結会計年度においては、工事進行

基準の適用要件を満たす受注契約が存在しない
ため、損益に与える影響はありません。

(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっており

ます。

(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項
消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

全面時価評価法を採用しております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項   

同左

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

１ 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理
に関する当面の取扱い
当連結会計年度より、「連結財務諸表作成におけ

る在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」
（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用
し、連結決算上必要な修正を行っております。
これによる当連結会計年度の損益に与える影響は

ありません。

２ リース取引に関する会計基準
所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっておりましたが、当連結会計年度より「リー
ス取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号
（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、
平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関す
る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会
計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用
し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。また、所有権移転外ファイナン
ス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法
については、リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法を採用しております。
なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引
き続き採用しております。
これによる当連結会計年度の損益に与える影響は

ありません。

―――

―――

(8)【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

（連結貸借対照表）
１ 財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平

成20年８月７日内閣府令第50号）が適用となること
に伴い、前連結会計年度において、「たな卸資産」
として掲記されていたものは、当連結会計年度か
ら、「仕掛品」として掲記されております。
なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれ

る「商品及び製品」「仕掛品」はそれぞれ5,011千
円、1,743,470千円であります。

２ 従来、ソフトウェア及び電話加入権は「ソフトウ
ェア等」として表示しておりましたが、ＥＤＩＮＥ
ＴへのＸＢＲＬ導入に伴い連結財務諸表の比較可能
性を向上するため、当連結会計年度より「ソフトウ
ェア」及び「電話加入権」として表示しておりま
す。
なお、前連結会計年度の無形固定資産の「ソフト

ウェア等」に含まれる「ソフトウェア」「電話加入
権」はそれぞれ50,335千円、2,135千円であります。

３ 前連結会計年度において「保険積立金」は投資そ
の他の資産の「その他」に含めておりましたが、資
産総額の100分の５を超えたため、当連結会計年度よ
り区分掲記しております。
なお、前連結会計年度の投資その他資産の「その

他」に含まれる「保険積立金」は314,574千円であり
ます。

―――
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前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

 

（連結損益計算書）
「販売費及び一般管理費」は、前連結会計年度まで

は当該費用を示す主要な科目を区分掲記する方法によ
っておりましたが、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に
伴い、連結財務諸表の比較可能性を向上させるため、
当連結会計年度より「販売費及び一般管理費」の費目
に一括掲記し、その主要な費目及びその金額を注記す
る方法に変更しております。
なお、「販売費及び一般管理費」を従来の方法によ

り区分掲記した場合の費目別金額は次のとおりであり
ます。

前連結会計年度

(千円)

当連結会計年度

(千円)

役員報酬 128,746 123,334

給料手当 160,159 227,895

賞与 33,112 54,698

賞与引当金繰入額 737 1,781

役員賞与引当金繰入額 23,500 ─

役員賞与 ─ 10,515

役員退職慰労引当金繰入額 12,371 11,788

退職給付費用 15,310 4,589

法定福利費 53,522 62,737

福利厚生費 47,384 35,270

採用費 11,405 8,043

交際費 29,509 26,856

広告宣伝費 24,670 26,908

旅費交通費 16,014 27,233

修繕費 4,302 6,318

租税公課 43,037 44,665

減価償却費 54,313 38,487

通信費 11,784 11,227

支払保険料 2,204 2,712

支払手数料 87,458 84,045

消耗品費 9,758 9,433

地代家賃 17,588 12,713

貸倒引当金繰入額 11,935 2,683

研究開発費 66,889 34,087

雑費 55,461 61,382

―――

―――

（連結キャッシュ・フロー計算書）
投資活動によるキャッシュ・フローにおいて前連結

会計年度まで区分掲記しておりました「定期預金の預
入による支出」及び「定期預金の払戻による収入」
は、期間が短く、かつ回転が早いため、当連結会計年
度より「定期預金の純増減額（△は増加）」に変更し
ております。

(9)【連結財務諸表に関する注記事項】
(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成21年８月31日)

当連結会計年度 
(平成22年８月31日)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の
とおりであります。

投資有価証券(株式) 111,459千円

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の
とおりであります。

投資有価証券(株式) 105,019千円
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(連結損益計算書関係)
前連結会計年度

(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

 

※１ 一般管理費及び当期製品開発原価 
    に含まれる研究開発費

35,828千円

※２ 主要な販売費及び一般管理費は次のとおりであり
ます。

役員報酬 123,334千円

給与手当 227,895千円

賞与引当金繰入額 1,781千円

退職給付費用 4,589千円

役員退職慰労引当金繰入額 11,788千円

貸倒引当金繰入額 2,683千円

 

※１ 一般管理費及び当期製品開発原価 
    に含まれる研究開発費

19,849千円

※２ 主要な販売費及び一般管理費は次のとおりであり
ます。

役員報酬 121,832千円

給与手当 244,651千円

賞与引当金繰入額 1,517千円

退職給付費用 5,292千円

役員退職慰労引当金繰入額 11,780千円

          ―――――― ※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

その他（車両運搬具） 224千円

 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物付属設備 2,110千円

工具器具及び備品 5,407千円

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物付属設備 11,690千円

工具器具及び備品 2,824千円

ソフトウェア 99千円
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前連結会計年度（自 平成20年９月１日 至 平成21年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式数の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、取締役会決議による取得217,300株及び単元未満株式の買取による356

株であります。 

  

２．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

 
  

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

当連結会計年度（自 平成21年９月１日 至 平成22年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式数の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度末 
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

（株） （株） （株） （株）

 発行済株式

  普通株式 7,763,040 ─ ─ 7,763,040

合計 7,763,040 ─ ─ 7,763,040

 自己株式

  普通株式（注） 101,569 217,656 ─ 319,225

合計 101,569 217,656 ─ 319,225

 決議 株式の種類
配当金 
の総額 
（千円）

１株当たり
配当金 
（円）

基準日 効力発生日

平成20年11月27日 
定時株主総会

普通株式 95,768 12.50 平成20年８月31日 平成20年11月28日

平成21年３月27日 
取締役会

普通株式 94,517 12.50 平成21年２月28日 平成21年５月26日

 決議 株式の種類
配当金 
の総額 
（千円）

配当金
の原資

１株当たり
配当金 
（円）

基準日 効力発生日

平成21年11月26日 
定時株主総会

普通株式 93,047 利益剰余金 12.50 平成21年８月31日 平成21年11月27日

前連結会計年度末 
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

（株） （株） （株） （株）

 発行済株式

  普通株式 7,763,040 ─ ─ 7,763,040

合計 7,763,040 ─ ─ 7,763,040

 自己株式

  普通株式（注） 319,225 380 ─ 319,605

合計 319,225 380 ─ 319,605
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２．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

 
  

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

 
  

リース取引、関連当事者との取引、税効果会計関係、金融商品関係、有価証券関係、デリバティブ取引関

係、退職給付関係、ストック・オプション等関係、企業結合等、賃貸等不動産に関する注記事項については、

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

 決議 株式の種類
配当金 
の総額 
（千円）

１株当たり
配当金 
（円）

基準日 効力発生日

平成21年11月26日 
定時株主総会

普通株式 93,047 12.50 平成21年８月31日 平成21年11月27日

平成22年４月７日 
取締役会

普通株式 93,045 12.50 平成22年２月28日 平成22年５月25日

 決議 株式の種類
配当金 
の総額 
（千円）

配当金
の原資

１株当たり
配当金 
（円）

基準日 効力発生日

平成22年11月25日 
定時株主総会

普通株式 93,042 利益剰余金 12.50 平成22年８月31日 平成22年11月26日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,487,895千円

預入期間が３ヵ月超の定期預金 △660,000千円

現金及び現金同等物 827,895千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,657,066千円

預入期間が３ヵ月超の定期預金 △910,000千円

現金及び現金同等物 747,066千円

（開示の省略）
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前連結会計年度(自 平成20年９月１日 至 平成21年８月31日) 
  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) ゲームソフト開発事業……………………ゲームソフトの企画・開発 

(2) モバイル・インターネット開発事業……コンテンツの企画・開発、コンテンツを提供するサーバーの保守

管理 

(3) その他事業…………………………………ｅコマースの運営、その他 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は804,107千円であり、その主なも

のは、当社の総務部門等の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,292,546千円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、投資不動産及び管理部門に係る資産

であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。 

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

ゲームソフト 
開発事業 
(千円)

モバイル・
インターネッ
ト開発事業 
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業利益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

3,021,360 1,833,307 1,244,185 6,098,853 ─ 6,098,853

(2) セグメント間の
内部売上高

─ ─ ─ ─ (   ─) ─

計 3,021,360 1,833,307 1,244,185 6,098,853 (  ─) 6,098,853

営業費用 2,373,671 1,346,844 1,105,916 4,826,432 804,107 5,630,540

営業利益 647,688 486,462 138,269 1,272,420 (804,107) 468,313

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 1,497,049 457,347 317,746 2,272,143 4,292,546 6,564,690

減価償却費 51,142 8,813 6,192 66,148 30,006 96,155

資本的支出 38,618 1,452 3,149 43,221 406,860 450,081
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当連結会計年度(自 平成21年９月１日 至 平成22年８月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) ゲームソフト開発事業……………………ゲームソフトの企画・開発 

(2) モバイル・インターネット開発事業……コンテンツの企画・開発、コンテンツを提供するサーバーの保守

管理 

(3) その他事業…………………………………ｅコマースの運営、その他 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は820,423千円であり、その主なも

のは、当社の総務部門等の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,822,128千円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、投資不動産及び管理部門に係る資産

であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。 

  

全セグメントの売上高の合計及び資産の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しております。 

  

全セグメントの売上高の合計及び資産の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しております。 

  

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

ゲームソフト 
開発事業 
(千円)

モバイル・
インターネッ
ト開発事業 
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業利益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

2,201,560 1,599,264 686,341 4,487,166 ─ 4,487,166

(2) セグメント間の
内部売上高

─ ─ ─ ─ (   ─) ─

計 2,201,560 1,599,264 686,341 4,487,166 (  ─) 4,487,166

営業費用 1,737,882 1,271,309 477,140 3,486,333 820,423 4,306,756

営業利益 463,677 327,954 209,200 1,000,833 (820,423) 180,409

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 2,012,617 615,265 677,205 3,305,087 3,822,128 7,127,216

減価償却費 54,133 15,282 14,668 84,084 23,078 107,162

資本的支出 156,826 144,723 54,690 356,240 6,392 362,632

２ 所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成20年９月１日 至 平成21年８月31日)

当連結会計年度(自 平成21年９月１日 至 平成22年８月31日)

３ 海外売上高

前連結会計年度(自 平成20年９月１日 至 平成21年８月31日)

当連結会計年度(自 平成21年９月１日 至 平成22年８月31日)
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(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 
２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(1) １株当たり純資産額 

  

 
  

(2) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 
  

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

１株当たり純資産額 704円57銭 １株当たり純資産額 682円84銭

１株当たり当期純利益 13円19銭 １株当たり当期純利益 ７円76銭

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ─ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ─

前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 5,244,671 5,082,661

普通株式に係る純資産額(千円) 5,244,671 5,082,661

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１
株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式に係る連結会計年度末の純資産額との
差額 
(千円)

― ─

普通株式の発行済株式数(千株) 7,763 7,763

普通株式の自己株式(千株) 319 319

１株当たり純資産額の算定に用いられた普

通株式の数(千株)
7,443 7,443

前連結会計年度
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

当期純利益(千円) 99,733 57,787

普通株式に係る当期純利益(千円) 99,733 57,787

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,563 7,443

(重要な後発事象)
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5.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年８月31日) 

当事業年度 
(平成22年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,347,753 1,510,715

売掛金 ※1  516,943 ※1  593,229

有価証券 56,088 74,799

仕掛品 1,280,032 1,501,626

前払費用 19,333 14,223

繰延税金資産 28,149 37,382

未収収益 2,092 331

短期貸付金 ※1  130,000 －

その他 ※1  9,915 ※1  60,466

流動資産合計 3,390,307 3,792,774

固定資産   

有形固定資産   

建物 931,470 1,162,779

減価償却累計額 △408,278 △394,281

建物（純額） 523,192 768,497

構築物 1,758 26,851

減価償却累計額 △1,408 △3,304

構築物（純額） 349 23,546

車両運搬具 30,436 22,786

減価償却累計額 △24,156 △19,181

車両運搬具（純額） 6,280 3,605

船舶 59,039 59,039

減価償却累計額 △56,946 △57,689

船舶（純額） 2,093 1,350

工具、器具及び備品 262,820 258,522

減価償却累計額 △225,187 △216,860

工具、器具及び備品（純額） 37,632 41,661

土地 663,871 705,945

有形固定資産合計 1,233,420 1,544,607

無形固定資産   

ソフトウエア 27,435 25,099

電話加入権 2,065 2,065

無形固定資産合計 29,500 27,164
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年８月31日) 

当事業年度 
(平成22年８月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 633,281 443,589

関係会社株式 253,694 253,694

出資金 80 80

関係会社出資金 167,849 167,849

関係会社長期貸付金 － 130,000

破産更生債権等 5,524 30,645

長期前払費用 5,834 5,692

繰延税金資産 127,610 87,938

投資不動産 411,232 359,751

減価償却累計額 △32,786 △32,317

投資不動産（純額） 378,445 327,433

差入保証金 85,205 49,088

保険積立金 343,392 372,210

その他 105,583 68,127

貸倒引当金 △131,863 △131,040

投資その他の資産合計 1,974,638 1,805,309

固定資産合計 3,237,558 3,377,081

資産合計 6,627,866 7,169,855

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※1  55,808 ※1  63,505

未払金 48,778 46,581

未払費用 94,604 129,491

未払法人税等 127,500 －

未払消費税等 18,978 －

前受金 632,481 1,391,005

預り金 37,118 37,265

その他 11,662 14,895

流動負債合計 1,026,931 1,682,744

固定負債   

役員退職慰労引当金 195,487 207,268

その他 39,226 41,774

固定負債合計 234,713 249,043

負債合計 1,261,645 1,931,788
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年８月31日) 

当事業年度 
(平成22年８月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 967,000 967,000

資本剰余金   

資本準備金 1,313,184 1,313,184

資本剰余金合計 1,313,184 1,313,184

利益剰余金   

利益準備金 72,694 72,694

その他利益剰余金   

別途積立金 3,238,482 3,238,482

繰越利益剰余金 153,399 39,120

利益剰余金合計 3,464,576 3,350,297

自己株式 △316,434 △316,665

株主資本合計 5,428,326 5,313,816

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △62,105 △75,749

評価・換算差額等合計 △62,105 △75,749

純資産合計 5,366,221 5,238,067

負債純資産合計 6,627,866 7,169,855

株式会社トーセ（4728）平成22年８月期　決算短信

－ 32 －



(2)【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

売上高 5,539,019 3,982,069

売上原価 ※1  4,261,466 ※1  3,027,486

売上総利益 1,277,552 954,583

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  722,666 ※1, ※2  761,967

営業利益 554,885 192,616

営業外収益   

受取利息 21,312 13,182

受取配当金 6,064 5,518

不動産賃貸料 45,201 46,784

雑収入 9,868 9,718

営業外収益合計 82,447 75,204

営業外費用   

支払利息 68 1,678

為替差損 11,479 17,321

不動産賃貸費用 31,847 30,584

雑損失 7,322 1,175

営業外費用合計 50,718 50,760

経常利益 586,614 217,060

特別利益   

固定資産売却益 － ※3  224

投資有価証券売却益 － 50

投資有価証券償還益 － 2,362

退職給付制度改定益 24,771 －

特別利益合計 24,771 2,636

特別損失   

固定資産除却損 ※4  6,598 ※4  14,447

関係会社出資金評価損 6,645 －

関係会社株式評価損 124,000 －

投資有価証券売却損 1,860 510

投資有価証券償還損 － 12,878

投資有価証券評価損 101,953 －

退職給付費用 715 －

貸倒引当金繰入額 70,348 10,266

ゴルフ会員権売却損 － 1,097

特別損失合計 312,122 39,200

税引前当期純利益 299,264 180,497

法人税、住民税及び事業税 255,776 68,918

法人税等調整額 △19,392 39,764

法人税等合計 236,384 108,682

当期純利益 62,879 71,814
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 967,000 967,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 967,000 967,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,313,184 1,313,184

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,313,184 1,313,184

資本剰余金合計   

前期末残高 1,313,184 1,313,184

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,313,184 1,313,184

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 72,694 72,694

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 72,694 72,694

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 3,158,482 3,238,482

当期変動額   

別途積立金の積立 80,000 －

当期変動額合計 80,000 －

当期末残高 3,238,482 3,238,482

繰越利益剰余金   

前期末残高 360,806 153,399

当期変動額   

別途積立金の積立 △80,000 －

剰余金の配当 △190,286 △186,093

当期純利益 62,879 71,814

当期変動額合計 △207,406 △114,278

当期末残高 153,399 39,120

利益剰余金合計   

前期末残高 3,591,982 3,464,576

当期変動額   

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △190,286 △186,093

当期純利益 62,879 71,814

当期変動額合計 △127,406 △114,278
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

当期末残高 3,464,576 3,350,297

自己株式   

前期末残高 △174,306 △316,434

当期変動額   

自己株式の取得 △142,128 △231

当期変動額合計 △142,128 △231

当期末残高 △316,434 △316,665

株主資本合計   

前期末残高 5,697,861 5,428,326

当期変動額   

剰余金の配当 △190,286 △186,093

当期純利益 62,879 71,814

自己株式の取得 △142,128 △231

当期変動額合計 △269,534 △114,509

当期末残高 5,428,326 5,313,816

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △31,007 △62,105

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △31,097 △13,643

当期変動額合計 △31,097 △13,643

当期末残高 △62,105 △75,749

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △31,007 △62,105

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △31,097 △13,643

当期変動額合計 △31,097 △13,643

当期末残高 △62,105 △75,749

純資産合計   

前期末残高 5,666,853 5,366,221

当期変動額   

剰余金の配当 △190,286 △186,093

当期純利益 62,879 71,814

自己株式の取得 △142,128 △231

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △31,097 △13,643

当期変動額合計 △300,632 △128,153

当期末残高 5,366,221 5,238,067
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該当事項はありません。 
  

(4)【継続企業の前提に関する注記】

(5)【重要な会計方針】

項目
第30期

(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

第31期
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

１ 有価証券の評価基準及び
評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式
同左

その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく
時価法(評価差額は、全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定)

時価のないもの
移動平均法による原価法

その他有価証券
同左

２ たな卸資産の評価基準及
び評価方法

仕掛品……個別法による原価法（貸借
対照表価額については収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法）

仕掛品
同左

（会計方針の変更）
棚卸資産については、従来、個別法

による原価法によっておりましたが、
当事業年度より「棚卸資産の評価に関
する会計基準」（企業会計基準第９号
平成18年７月５日）が適用されたこと
に伴い、個別法による原価法（貸借対
照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）により算定し
ております。
これによる当事業年度の損益に与え

る影響は軽微であります。

―――

３ 固定資産の減価償却の方
法

 

(1) 有形固定資産
法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。
建物（建物付属設備は除く）
イ 平成10年３月31日以前に取得
したもの
旧定率法

ロ 平成10年４月１日から平成19
年３月31日までに取得したもの
旧定額法

ハ 平成19年４月１日以降に取得
したもの
定額法

建物以外
イ 平成19年３月31日以前に取得
したもの
旧定率法

ロ 平成19年４月１日以降に取得
したもの
定率法

主な耐用年数

建物 17～41年

工具器具及び備品 ３～20年

 

(1) 有形固定資産
建物（建物付属設備は除く）
イ 平成10年３月31日以前に取得
したもの
旧定率法

ロ 平成10年４月１日から平成19
年３月31日までに取得したもの
旧定額法

ハ 平成19年４月１日以降に取得
したもの
定額法

建物以外
イ 平成19年３月31日以前に取得
したもの
旧定率法

ロ 平成19年４月１日以降に取得
したもの
定率法

主な耐用年数

建物 17～42年

工具器具及び備品 ３～20年

(2) 無形固定資産
自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間
(５年)を償却期間とする定額法を
採用しております。

(2) 無形固定資産
同左

(3) 長期前払費用
定額法

(3) 長期前払費用
同左
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項目
第30期

(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

第31期
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

(4) 投資不動産
法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。
建物（建物付属設備を除く）
イ 平成10年４月１日から平成19
年３月31日までに取得したもの
旧定額法

ロ 平成19年４月１日以降に取得
したもの
定額法

建物以外
イ 平成19年３月31日以前に取得
したもの
旧定率法

ロ 平成19年４月１日以降に取得
したもの
定率法

主な耐用年数は42年であります。

(4) 投資不動産
建物（建物付属設備を除く）
イ 平成10年４月１日から平成19
年３月31日までに取得したもの
旧定額法

ロ 平成19年４月１日以降に取得
したもの
定額法

建物以外
イ 平成19年３月31日以前に取得
したもの
旧定率法

ロ 平成19年４月１日以降に取得
したもの
定率法

主な耐用年数は42年であります。

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上してお
ります。

(1) 貸倒引当金
同左

(2) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支

出に備えるため、支給見込額に基づ
き計上しております。
なお、事業年度末においては、賞

与支給対象期間と会計期間が同一と
なるため、賞与引当金の計上はあり
ません。

(2) 賞与引当金
同左

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。
なお、当事業年度は、退職給付引

当金が計上されておらず前払年金費
用が計上されております。
また、発生した数理計算上の差異

は、発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の年数（10年）によ
る定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌事業年度から費用処理す
ることとしております。

(3) 退職給付引当金
同左
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項目
第30期

(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

第31期
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

（追加情報）
当社は平成20年９月１日付で、適

格退職年金制度から、確定給付企業
年金制度及び確定拠出年金制度へ移
行いたしました。この制度移行によ
る退職給付制度の一部終了損益とし
て、24,771千円の特別利益を計上し
ております。
また、当事業年度より退職給付債

務の算定の精度を高め、期間損益計
算をより適正化するため、退職給付
債務の算定方法を簡便法から原則法
に変更しております。
この変更に伴い、退職給付債務を

算定した結果発生した簡便法と原則
法の差額715千円を特別損失に計上し
ております。

―――

―――

(会計方針の変更)
当事業年度より、「退職給付に係

る会計基準」の一部改正(その３)(企
業会計基準第19号 平成20年７月31
日)を適用しております。これによる
営業利益、経常利益及び税引前当期
純利益に与える影響はありません。

(4) 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。

(4) 役員退職慰労引当金
同左

５ 重要な収益及び費用の計

上基準

――― 受注制作のソフトウェアに係る収益
及び費用の計上基準
イ 当事業年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる契約
工事進行基準(プロジェクトの進捗

率の見積りは原価比例法)
ロ その他の契約

工事完成基準
(会計方針の変更)

受注制作ソフトウェアに係る収益
の計上基準については、従来、工事
完成基準を適用しておりましたが、
「工事契約に関する会計基準」（企
業会計基準第15号 平成19年12月27
日）及び「工事契約に関する会計基
準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第18号 平成19年12月27日）を
適用し、当事業年度に着手した受注
契約から、当事業年度末までの進捗
部分について、成果の確実性が認め
られる受注契約については工事進行
基準（プロジェクトの進捗率の見積
りは原価比例法）を、その他の受注
契約については工事完成基準を適用
しております
なお、当事業年度においては、工

事進行基準の適用要件を満たす受注
契約が存在しないため、損益に与え
る影響はありません。

６ その他財務諸表作成のた
めの重要な事項

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によ

っております。

消費税等の会計処理
同左
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(6)【会計方針の変更】
第30期

(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

第31期
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

（リース取引に関する会計基準）
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会
計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企
業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及
び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会
計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改
正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。また、所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法に
ついては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法を採用しております。
なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用し
ております。
これによる当事業年度の損益に与える影響はありませ

ん。

───
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(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

第30期 
(平成21年８月31日)

第31期
(平成22年８月31日)

※１ 関係会社に対する資産・負債

区分掲記した以外で各科目に含まれているもの

は、次のとおりであります。

売掛金 2,764千円

短期貸付金 130,000千円

その他(未収金) 4,264千円

買掛金 16,080千円

※１ 関係会社に対する資産・負債

区分掲記した以外で各科目に含まれているもの

は、次のとおりであります。

売掛金 2,367千円

買掛金 10,010千円

(損益計算書関係)

第30期
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

第31期
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

 

※１ 一般管理費及び当期製品開発原価 
    に含まれる研究開発費

1,648千円

※２ 主要な販売費及び一般管理費は次のとおりであり
ます。

役員報酬 123,334千円

給与手当 174,100千円

賞与 45,046千円

法定福利費 59,695千円

退職給付費用 4,589千円

役員退職慰労引当金繰入額 11,788千円

支払手数料 74,851千円

 

※１ 一般管理費及び当期製品開発原価 
    に含まれる研究開発費

6,004千円

※２ 主要な販売費及び一般管理費は次のとおりであり
ます。

役員報酬 121,832千円

給与手当 193,469千円

法定福利費 60,532千円

退職給付費用 5,063千円

役員退職慰労引当金繰入額 11,780千円

支払手数料 68,676千円

減価償却費 18,602千円

                 ―――――― ※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

その他（車両運搬具） 224千円

 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物付属設備 1,866千円

工具器具及び備品 4,731千円

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物付属設備 11,690千円

工具器具及び備品 2,658千円

ソフトウェア 99千円
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第30期（自 平成20年９月１日 至 平成21年８月31日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、取締役会決議による取得217,300株及び単元未満株式の買取による356

株であります。 

  

第31期（自 平成21年９月１日 至 平成22年８月31日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

(株主資本等変動計算書関係)

前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

（株） （株） （株） （株）

自己株式

 普通株式（注） 101,569 217,656 ─ 319,225

合計 101,569 217,656 ─ 319,225

前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

（株） （株） （株） （株）

自己株式

 普通株式（注） 319,225 380 ─ 319,605

合計 319,225 380 ─ 319,605
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(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 
２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(1) １株当たり純資産額 

  

 
  

  

(2) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

  

 
  

(１株当たり情報)

第30期
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

第31期
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

１株当たり純資産額 720円90銭 １株当たり純資産額 703円72銭

１株当たり当期純利益 ８円31銭 １株当たり当期純利益 ９円65銭

 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ─ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ─

第30期
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

第31期
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 5,366,221 5,238,067

普通株式に係る純資産額(千円) 5,366,221 5,238,067

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当
たり純資産額の算定に用いられた普通株式
に係る事業年度末の純資産額との差額 
(千円)

― ─

普通株式の発行済株式数(千株) 7,763 7,763

普通株式の自己株式(千株) 319 319

１株当たり純資産額の算定に用いられた普

通株式の数(千株)
7,443 7,443

第30期
(自 平成20年９月１日
至 平成21年８月31日)

第31期
(自 平成21年９月１日
至 平成22年８月31日)

当期純利益(千円) 62,879 71,814

普通株式に係る当期純利益(千円) 62,879 71,814

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,563 7,443

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算

定に用いられた当期純利益調整額(千円)
― ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要

第３回新株予約権

(株主総会決議日 平成14

年11月28日)

なお、平成20年11月30日

付で行使期間が終了して

おります。

───
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① 代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

  

② その他の役員の異動 

・退任予定取締役 

取締役会長  齋藤 豊 

  

③ 異動予定日 

平成22年11月25日 

  

該当事項はありません。 

  

6. その他

(1) 役員の異動

(2) その他
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